
自家発電
設備等の
設置の有
無

有

自
家
発
電
設
備
等
の
種
類



蓄

電

池

蓄
電
池
の
位
置

ＰＣＳ
より発電
設備側

区
分
計
量
の
可
否

可
不可

有
無

有

自
家
発
電
設
備
等
の
種
類



蓄

電

池

蓄
電
池
の
位
置

ＰＣＳ
より発電
設備側

区
分
計
量
の
可
否

可
不可

ＰＣＳより系統
側

ＰＣＳより系統
側

その他
（ ）

その他
（ ）

無 無

電気事業
者への電
気供給量
の計測方
法

有
無

保守点検
責 任 者
（注16）

法人名（法人の場合）：

有
無

法人名（法人の場合）：

責任者氏名： 責任者氏名：

所属・役職（法人の場合）： 所属・役職（法人の場合）

電話番号：（ ）  電話番号：（ ） 

法人番号（法人の場合）： 法人番号（法人の場合）：

保守点検
及び維持
管理計画
（注17）

有
無

別紙のとおり

接続契約
締結日 年 月 日

有
無

年 月 日

接続
契約解
約後の
再締結
再接
続検討
後の再
締結（
注18）

補助金の
受 給 額
（円）（注
19）

有
無

当該発電設備に
おける発電電力
量の見込み

当該発電設備に
おける発電電力
量の見込み

自家消費等の量
の見込み

自家消費等の量
の見込み

kWｈ／年 kWｈ／年

kWｈ／年 kWｈ／年

書類の種類 変更前書類名
添付
の有
無

変更後書類名 変更
理由 備考

住民票の
写し、住民
票記載事項
証明書、戸
籍謄本、又

自家消費
等 計 画
（注20）

自家消費等の用
途

有
無

自家消費等の用
途

前年の電力消費
量（既設の建物
等に発電設備を
設置する場合）

前年の電力消費
量（既設の建物
等に発電設備を
設置する場合）

自家消費等の比
率

自家消費等の比
率







kWｈ／年 kWｈ／年

％ ％

遵

守

事

項
（
注
２
１
）

事業計画策定ガイドラインに従って適切に事業を行うこと。（注22）

再生可能エネルギー発電事業を実施するに当たり、関係法令（条例を含む。）の規
定を遵守すること。

電力量を計測する電力量計は、計量法上の使用の制限を満たす電力量計を設置す
ること。また、設置後は速やかに報告すること。

運転開始期限内に運転を開始できない場合には、変更された調達期間によりこの
再生可能エネルギー発電事業を行うこと。

発電設備又は発電設備を囲う柵塀等の外側の見えやすい場所に標識を掲示するこ
と。【20kW未満の太陽光発電設備を除く】

安定的かつ効率的に再生可能エネルギー発電事業を行うために発電設備を適切に
保守点検及び維持管理すること。

この事業に関係ない者が発電設備にみだりに近づくことがないよう、適切な措置
を講ずること。

接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者から国が定める
出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けたときは、適切な方法により協
力すること。

再生可能エネルギー発電事業に関する情報について、経済産業大臣に対して正確
に提供すること。

当該太陽光発電設備において発電される再生可能エネルギー電気の少なくとも
30％について、当該太陽光発電設備の設置場所を含む一の需要場所において使用
すること、又は、電気事業法に基づく特定供給により供給すること。また、当該
使用又は供給の状況に関する情報について、経済産業大臣からの求めに応じて、
正確に提供すること。

この再生可能エネルギー発電事業で用いる発電設備を処分する際は、関係法令（条
例を含む。）を遵守し適切に行うこと。

















発電開始前から継続的に源泉等のモニタリング等を実施するなど、地熱発電を継
続的かつ安定的に行うために必要な措置を講ずること。【地熱発電設備の場合のみ】 
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